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BIKに関する追加規定 
 

財務大臣(MoF）は、現物支給（Benefits In-Kinds、以下「BIK」）に関する所得税の取り

扱いについて、詳細を規定する PMK-661を発行しました。PMK-66は、2023年 7月 1

日より適用され、雇用者の所得から控除することができる特定の地域および業務に関

連する BIKの形式での報酬・補填と同様に、すべての従業員に対する飲食物の提供

を規定した PMK-1672を廃止します。 

 

PMK-66に規定されている条項の一部は、所得税規定の更新に関する政府規則 GR-

553で既に規定されています。本 TaxFlashでは、PMK-66で規定された BIKに関する

追加事項を紹介します。 

 

BIKの損金算入 

 

損金対象となる BIKは、以下に関連する報酬・補填を表す BIKです： 

• 雇用者と従業員の雇用関係 

• 納税者間のサービス取引 

 

耐用年数が 1年未満の BIKは、当該 BIKが発生した年度に費用化されます。一方、

耐用年数が 1年を超える便益（kenikmatan）は、減価償却または償却により費用化さ

れます。  

 

2022年に受け取る BIKの取り扱い 

 

BIKは、HPP法4 に基づき、2022年 1月 1日（2022年度開始の日が 2022年 1月 1

日より前の場合）または 2022年度が開始した時点（上記以外の場合）から課税対象と

されました。GR-55ではさらに、2022年中に受け取る BIKは従業員の 2022年の年

次所得税申告書に含めなければならない（雇用者により源泉徴収されていない場合）

と規定されました。しかし、PMK-66では、2022年中に従業員・サービス提供者が受け

 
1 財務大臣規則 2023年第 66号（PMK-66）2023年 6月 27日公布、2023年 7月 1日発効 
2 財務大臣規則 2018年第 167号(No.167/PMK.03/2018（PMK-167）)2018年 12月 19日公布・発効 
3 政府規則 2022年 55号（GR-55）2022年 12月 20日公布・発効。GR-55の詳細については、TaxFlash 

No.26/2022をご参照ください 
4 法律 2021 年第 7 号 国税規則調和（Harmonisasi Peraturan Perpajakan、HPP）法 2021年 10月 29日公

布・発効 

____________________ 
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https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2022/taxflash-2022-26-jpn.pdf
https://www.pwc.com/id/en/taxflash/assets/japanese/2022/taxflash-2022-26-jpn.pdf
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取る全ての BIKは、下記 e)に記載の特定の種類の非課税 BIKに該当すると規定して

います。 

 

2023年 1月～6月の雇用者の源泉徴収義務 

 

GR-55は、2023年 1月 1日以降に受け取る BIKは雇用者において源泉徴収義務が

適用されると規定しています。しかし、PMK-66は、2023年 1月から 6月までに受け

取った BIKに対して雇用者が源泉徴収をしていない場合、従業員の 2023年の年次

所得税申告書に含めなければならないと規定しています。    

 

非課税 BIK 

 

所得税法と GR-55では、従業員に対する非課税 BIKのカテゴリーを以下のように規

定しています： 

a) 全従業員に提供される飲食物  

b) 特定の地域における BIK 

c) 従業員の業務遂行に必要な BIK 

d) 地域・国家歳入予算から調達または融資される BIK 

e) 特定の種類および・または閾値の BIK 

 

PMK-66では、(a)、(b)、(e)について、より詳細な指針が示されており、計算例も添付

に記載されています。 

 

a) 全従業員に提供される飲食物 

 

GR-55でこのカテゴリーに規定されている飲食の形態の 1つとして、業務上、職場

で飲食を享受することができない従業員、すなわち、マーケティング部門や運輸部

門の従業員、その他のオフィス外の従業員に対する飲食にかかるクーポンがありま

す。 

 

PMK-66は、従業員が負担した飲食費の精算を含む、飲食と交換可能な非金銭取

引ツールと定義しています。 

 

ただし、非課税となるクーポンの金額には以下のような基準が設けられています： 

a) 従業員 1人当たり月額 200万ルピア、または 

b) 従業員 1人当たり月額 200万ルピアを超える場合、雇用主が職場（オフィス）

で提供する飲食代で従業員一人当たりの毎月の費用相当 

 

上記の金額を差し引いた後の実際のクーポン金額の超過分は所得税の対象となり

ます。 

 

b) 特定の地域における BIK 

 

特定の過疎地（遠隔地）における BIKの規定は PMK-167で規定されていました。

PMK-66の発行により PMK-167は廃止されたため、PMK-167および以前の施行

規則（PER-515 など）の内容の大半は、PMK-66において若干の更新が行われま

した。遠隔地の定義、非課税 BIKの種類、遠隔地の判定に指標として使用されるイ

ンフラの種類に変更はありません。 

 

PMK-66では、指標として規定されている 11種類のインフラのうち、少なくとも 6種

類のインフラが利用できないか、またはインフラとして不適当でなければ、遠隔地と

判定されないという明確さが追加されました。  

 
5 国税総局規制 No.PER-51/PJ/2009（PER-51）2009年 9月 7日公布・発効 
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PMK-167に基づき、国税総局（DGT）は、特定の鉱業ライセンス保有者と非鉱業納

税者に対し、それぞれ 10年と 5年の遠隔地承認期間を与えることができます。ま

た、納税者が再度申請することで、さらに 10年と 5年延長することができます。

PMK-66では、非鉱業納税者の承認と延長手続きは従来通りです。しかし、特定の

鉱業ライセンス保有納税者に対する承認は、鉱業許可の有効期限まで 5年ごとに

段階的に与えられており、延長は納税者からの申請なしに国税総局が職権で行い

ます。    

 

経過措置は以下の通りです： 

a) PMK-167に基づき発行された既存の遠隔地承認は有効期限が切れるまで有

効であるが、実施は PMK-66に基づく 

b) 進行中の申請（決定または延長）はすべて PMK-66に基づいて処理される  

c) 不完全な申請に関する書類要請は遅くとも 2023年 7月 15日までに国税総局

から送付されなければならない 

d) 申請完了後 4ヶ月を経過しても決定書が発行されない申請は、国税総局は申

請書受理後 6ヶ月または PMK-66発効後 1ヶ月のいずれか早い日までに決定

書を発行しなければならない 

e) 2023年 7月 1日以降に期限切れとなる遠隔地認可を持つ特定の鉱業ライセン

ス保有者は、遅くとも期限切れ日の 4ヶ月前までに延長を再申請しなければな

らない 

 

行政手続きの詳細は本 PMKに記載されています。 

 

e) 特定の種類および・または閾値の BIK 

 

PMK-66の付録には、特定の種類・閾値の非課税 BIKが以下のように規定されて

います： 
 

No. BIKの種類 一定基準・要件 

1 

宗教上の祝日（イード・アル・フィト

ル、クリスマス、ニュピ、ヴェーサッ

ク、旧正月）に雇用者から贈られる

もの 

全従業員が受領または獲得したもの 

2 宗教上の祝い事以外の雇用者か

ら贈られるもの 

• 従業員が受領または獲得したもので 

• 従業員 1人につき年間 300万ルピア

まで  

3 

コンピュータ、ノートパソコン、携帯

電話、および電話料金やインター

ネット接続費などの関連費用を含

む、雇用者から提供される業務用

機器および設備 

• 従業員が受領または獲得したもので 

• 従業員の業務に資するもの 

4 雇用者から提供される保健・医療

設備 

• 従業員が受領または獲得したもので 

• 以下に該当するもの： 

1) 労働災害 

2) 職業病 

3) 救命救急、または 

4) 労働災害または職業病によるフ

ォローアップケアおよび治療   

5 ゴルフ、競馬、モーターボートレー

ス、グライダー、および・またはモ

• 従業員が受領または獲得したもので 

• 従業員 1人につき年間 150万ルピア

まで 
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ータースポーツ以外の、雇用者か

ら提供されるスポーツ施設 

6 雇用主が提供する寮、ロッジ、兵

舎などの共同居住施設 
従業員が受領または獲得したもの 

7 個人が使用権を有する居住施設

（アパート・戸建住宅を含む） 

• 従業員が受領または獲得したもので 

• 従業員 1人につき月間 200万ルピア

まで 

8 雇用者から提供される車両設備 

以下の従業員によって受領または獲得

されたもの： 

• 雇用者に資本投資をしていない、およ

び 

• 雇用者からの過去 12カ月間の平均

総収入が最高月 1億ルピアまで 

9 
金融庁（Otoritas Jasa 

Keuangan）が承認した年金基金

の雇用者負担分  

従業員が受領または獲得したもの 

10 祈祷室、モスク、礼拝堂、寺院など

の宗教施設 
宗教活動のみを目的とするもの 

11 2022年に受領したすべての BIK 
従業員・サービス提供者が受領または

獲得したもの 

 

上記の基準額を超える BIKは所得税の対象となります。 

 

BIKの課税標準の判定 

 

現物 

現物（natura）が、提供者によって元々取引されることが意図された商品の形で提供さ

れる場合、課税標準は、以下に基づいて決定されます： 

a) 土地および・または建物（Land and/or Buildings、L&B）の時価、または 

b) 土地および・または建物以外の原価 

 

便益 

便益の利用期間が 1ヶ月を超える場合、課税標準の判定は利用期間中、毎月行われ

ます。 

 

受給者が複数いる場合の共同便益の場合、課税標準は、便益の利用実績に基づいて

各受給者に配分されます。 

 

課税タイミング 

 

BIKに対する従業員の源泉徴収税は月末締めです： 

a) 現物の場合 - 現物が譲渡された場合、または給与所得が発生した場合のいずれ

か早い方、または 

b) 便益の場合 - 施設/サービスを利用する権利またはその一部が譲渡される時 

 

主な要点 

 

PMK66によって明確なガイダンスが提供されたことで、雇用者は PMK66の施行以前

の BIKの状況を整理し、調整が必要かどうかを慎重に検討する必要があります。加え

て、会社が提供する BIKの課税対象、非課税対象を特定し、添付書類の準備や課税

額の計算など、この新規則を実施するための準備を始める必要があります。より重要

なのは、従業員とのコミュニケーションを慎重に行うことです。
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